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項　　　　　　　目

項　　　　　　　目

1.自己資本の構成に関する開示事項
2.定性的な開示事項
3.定量的な開示事項
（１）　自己資本の充実度に関する事項
（２）　信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

イ　信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
ロ　一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
ハ　業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
ニ　リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

（３）　信用リスク削減手法に関する事項
（４）　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
（５）　証券化エクスポージャーに関する事項

イ　オリジネーターの場合
ロ　投資家の場合

（６）　出資等エクスポージャーに関する事項
イ　出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等
ロ　子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等
ハ　出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（７）　リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
（8）　金利リスクに関する事項

当金庫は、信用リスクは標準的手法、オペレーショナル･リスクは基礎的手法を用いて算定しています。

１．自己資本の構成に関する開示事項 （単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

リスク・アセット等　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
　資産（オン・バランス）項目
　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　

　　うち、上記以外に該当するものの額
　オフ・バランス取引等項目
　CVAリスク相当額を8%で除して得た額
　中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額
オペレーショナル・リスク相当額を8%で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　　　　　　　（ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

コア資本に係る基礎項目　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
　　うち、出資金及び資本剰余金の額
　　うち、利益剰余金の額
　　うち、外部流出予定額（△）
　　うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　　うち、適格引当金コア資本算入額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　（イ）
コア資本に係る調整項目　　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　　うち、のれんに係るものの額
　　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る 10%基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る 15%基準超過額
　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　　　　　　　　（ハ）

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当する額のうち、経過措置（自
己資本比率改正告示附則第5条第5項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附
則第3条第7項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
手段の額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第4条第3項）
によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー
ジャーに係る経過措置（自己資本比率改正告示附則第12条第6項）
を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いず
に算出したリスク・アセットの額を控除した額

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会が
その保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出してお
ります。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

※　モーゲージ・サービシング・ライツとは、住宅ローンを証券化した場合に計上する将来の回収代行手数料の現在価値のことです。
※　リスク・アセットの額は、各資産のリスクの大きさに応じたリスク・ウェイトを乗じて算出します。
※　CVAリスクとは、カウンターパーティ（取引相手）の信用力をデリバティブ取引の評価額に反映させる価格調整のことをいいます。
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（4）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　金融派生商品取引とは、為替などの本来の金融商品から派生した取引を言います。当金庫では、お客様の外国為替等に係るリスク
ヘッジにお応えすること、また、当金庫の市場リスクの適切な管理を行うことを目的に派生商品取引を取扱っております。
　具体的な派生商品取引は、通貨関連取引として金利スワップ取引、先物為替予約取引があります。派生商品取引には、市場の変動
により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になることにより損失を受ける可能性のある信用リスクが内包
されております。市場リスクヘの対応は、外貨資産、負債をバランスさせることなどにより、市場における為替相場等の変動においてもリ
スクを生じないような形で管理しております。また、信用リスクについては、お客様との取引に係るものは総与信取引における保全枠との
一体的な管理により与信判断を適切な保全措置が講じられるようにしております。なお、長期決済期間取引は該当ありません。

（5）証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先劣後構造の関係にある二以上のエクスポージャーに階層化し、その
一部または全部を第三者に移転する取引をいいます。また、再証券化取引とは証券化取引のうち、原資産の一部または全部が証券化
エクスポージャーである証券化取引をいいます。
　当金庫における証券化取引（再証券化取引を含む）の役割としては、投資家並びにオリジネーターがあります。
　投資家業務については、有価証券投資の一環として捉え、市場動向、裏付資産の状況、時価評価および適格格付機関が付与する
格付情報などにより、リスクを認識し、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、｢有価証券等資金運用基準｣、「証券化商品
等への投資に対する補足基準」および「有価証券等資金運用方針」に基づき、また、必要に応じてＡＬＭ委員会および常務会に諮るな
ど適正な運用・管理を行っております。
　一方、地域金融機関ＣＤＯなどのオリジネーター業務については、中小企業者の資金調達の一手段としての位置付けと考え、貸出
金などと同様の与信審査を行っております。なお、2020年度においてオリジネーター業務は行っておりません。
　自己資本比率算定上、証券化エクスポージャーに係るリスク・アセットの算定方式は、標準的手法を採用しています。また、証券化取引
に関する会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従って適正に行っております。
　なお、証券化エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っていません。

（6）出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託等にかかるリスクの認識については、時価評価損益およびＶａＲ（最大損失額）
によるリスク計測によって把握し、当金庫の抱える市場リスクの状況や、保有限度枠の遵守状況をリスク管理担当役員に報告するとと
もに、定期的に市場リスク委員会、ＡＬＭ委員会で協議しその結果を経営陣へ報告しています。
　一方、非上場株式、子会社・関連会社、政策投資株式、その他ベンチャーファンド等への出資金に関しては、財務諸表や運用報告を
基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況についても定期的に経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管
理に努めております。なお、当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従
い適正に行っております。

（7）金利リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

■リスク管理の方針及び手続の概要
　金融環境の変化に伴う資産・負債の構造変化と収益面への影響を的確に把握し対応していくため、当金庫においては金利リスクの
コントロールは非常に重要な経営課題であると考えています。
　金利リスクとは、市場金利の不利な変動によって受ける資産・負債価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金
庫においては、「時価評価ALMシステム」を導入し、双方ともに定期的な計測・評価を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　具体的には、預貸金・有価証券を中心とした金利リスクを有する資産および負債を対象に金利リスク（VaR:バリュー・アット・リスク）、
開示告示に基づく経済的価値の変動（⊿EVE）、損益の変動額（⊿NII）等のモニタリングを月次で行い、ALM委員会および市場リスク
委員会で協議するとともに、必要に応じて経営陣への報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けたコントロールに努めております。
　なお、当金庫は金利を対象とする金融派生商品を有しておりません。

■金利リスクの算定手法の概要
　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年、最長の金利改定満期は4年とし、流動性預金への満期の割当て方
法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
　算定に当たっては、固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については考慮しておりません。
　複数通貨の集計に当たっては、重要性の観点より全ての外国通貨を円換算して金利リスクを算出しております。また、金利リスクを
持つ投資信託についてルックスルーによる金利リスクを算出しておりませんが、当該投資信託の有価証券全体に占める簿価割合は
0.1%であり、ストレス時に大きな金利ショックを与えないと判断しております。
　スプレッドおよびその変動は考慮しておりません。また、⊿EVEおよび⊿NIIに重大な影響を及ぼす内部モデル等は使用しておりません。
　なお、⊿EVEについては資産の増加等を要因として前事業年度末より大きく増加しております。一方、⊿NIIについては大きな変動は
ありません。
　当金庫の有価証券運用方針において安全性・堅実性を重視し、大部分を公共債により運用していることなどから、当期の重要性テ
スト結果は監督上の基準値である20%を上回っております。ただし、当金庫ではリスク資本配賦制度の一環として金利リスクをVaR等
により管理しており、部門毎にリスク限度額を設定し管理することで健全性の確保に努めております。引き続き市場環境および金利リ
スク状況を継続的にモニタリングするとともに、相場変動時の対応態勢拡充に努めてまいります。
　なお、VaRについては、預貸金、有価証券等の業務別に信頼区間99%、観測期間1,440営業日、保有期間240営業日の分散共
分散法により計測しております。これは、過去の金利データから将来の金利変化とその関係を予測する手法で、1%の確率で発生する
現在価値の最大減少額を表しております。一方、⊿EVEは一定の金利ショックに対する損失額を表しております。また、⊿NIIは金利
ショックに対する算出基準日から12ヶ月を経過する日までの間の金利収益の減少額を表しております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称について

　標準的手法で適用されるリスク・ウェイトは、債権の種類別に規定されたリスク・ウェイトの他に、適格格付機関が債務者に対して付与
する外部格付に応じて設定されます。
　当金庫はリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関について「外部格付の使用基準」を定め、次の4つの機関を採用していま
す。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。

　・ 株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　・ 株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
　・ ムーディーズ・インベスターズ･サービス・インク（Ｍoody's）
　・ S＆Pグローバル・レーティング（S&P）
　　以上4社は当金庫の「有価証券等資金運用基準」において選定している格付機関です。

（3）信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　ＢＩＳ規制では、担保・保証等について、一定の範囲でリスク・アセットの削減効果を認めており、これらを「信用リスク削減手法」といい
ます。当金庫では「簡便手法（保全部分に適用するリスク・ウェイトは、与信先ではなく、担保･保証のリスク・ウェイトとする方式）」を採用
しています。
　信用リスク削減効果は、適格担保として自金庫預金積金、上場株式、保証として中央政府および中央銀行、我が国の地方公共団
体、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、銀行および証券会社、外部格付がA（-）格以上のその他の者、その
他に非担保預金等が該当します。そのうち、保証に関する信用度の評価については、適格格付機関が付与している格付により判定し
ます。なお、担保･保証に関する手続きは、当金庫が定めた各種の「取扱要領」および「担保に関する通則」等により、適切な事務取扱
いおよび適正な評価を行っております。
　当金庫では融資の取上げに際し、取引先企業の財務内容、事業環境、経営者の資質などの信用調査から信用格付評価を行い、ま
た、融資案件の資金使途、返済原資など、さまざまな角度から融資実行の的確性の判断をしております。担保や保証による保全措置に
ついては、あくまでも補完的な位置付けとすることを、当金庫における「クレジットポリシー」としております。ただし、与信審査の結果、担保
または保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいたうえでご契約いただくなどの適切な取扱い方法を「与信取
引に関する顧客への説明態勢に係る規程」に定め、「同手順書」に従ってご説明に努めることとしております。
　信用リスク削減方策の一つとして、与信取引に関してお客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引の範囲において預
金相殺を用いる場合があります。この際、手順書や各種約定書等に基づき、法的な有効性を確認のうえ、事前の通知や諸手続きを省
略して払い戻し充当することとしております。
　なお、信用リスク削減手法の適用されたエクスポージャーについては、この地域の皆様に対する消費者ローンが主なものであり、与信
集中リスクはなく分散されています。

単体における事業年度の開示事項

（1）自己資本の調達手段について

　当金庫の自己資本は、地域のお客様の出資金で調達しております。
　自己資本は、主に基本的項目と補完的項目で構成されており、2020年度末自己資本額のうちお客様からお預かりしている出資金
851百万円が自己資本調達手段に該当します。

2.定性的な開示事項
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（4）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　金融派生商品取引とは、為替などの本来の金融商品から派生した取引を言います。当金庫では、お客様の外国為替等に係るリスク
ヘッジにお応えすること、また、当金庫の市場リスクの適切な管理を行うことを目的に派生商品取引を取扱っております。
　具体的な派生商品取引は、通貨関連取引として金利スワップ取引、先物為替予約取引があります。派生商品取引には、市場の変動
により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になることにより損失を受ける可能性のある信用リスクが内包
されております。市場リスクヘの対応は、外貨資産、負債をバランスさせることなどにより、市場における為替相場等の変動においてもリ
スクを生じないような形で管理しております。また、信用リスクについては、お客様との取引に係るものは総与信取引における保全枠との
一体的な管理により与信判断を適切な保全措置が講じられるようにしております。なお、長期決済期間取引は該当ありません。

（5）証券化エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先劣後構造の関係にある二以上のエクスポージャーに階層化し、その
一部または全部を第三者に移転する取引をいいます。また、再証券化取引とは証券化取引のうち、原資産の一部または全部が証券化
エクスポージャーである証券化取引をいいます。
　当金庫における証券化取引（再証券化取引を含む）の役割としては、投資家並びにオリジネーターがあります。
　投資家業務については、有価証券投資の一環として捉え、市場動向、裏付資産の状況、時価評価および適格格付機関が付与する
格付情報などにより、リスクを認識し、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、｢有価証券等資金運用基準｣、「証券化商品
等への投資に対する補足基準」および「有価証券等資金運用方針」に基づき、また、必要に応じてＡＬＭ委員会および常務会に諮るな
ど適正な運用・管理を行っております。
　一方、地域金融機関ＣＤＯなどのオリジネーター業務については、中小企業者の資金調達の一手段としての位置付けと考え、貸出
金などと同様の与信審査を行っております。なお、2020年度においてオリジネーター業務は行っておりません。
　自己資本比率算定上、証券化エクスポージャーに係るリスク・アセットの算定方式は、標準的手法を採用しています。また、証券化取引
に関する会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従って適正に行っております。
　なお、証券化エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っていません。

（6）出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託等にかかるリスクの認識については、時価評価損益およびＶａＲ（最大損失額）
によるリスク計測によって把握し、当金庫の抱える市場リスクの状況や、保有限度枠の遵守状況をリスク管理担当役員に報告するとと
もに、定期的に市場リスク委員会、ＡＬＭ委員会で協議しその結果を経営陣へ報告しています。
　一方、非上場株式、子会社・関連会社、政策投資株式、その他ベンチャーファンド等への出資金に関しては、財務諸表や運用報告を
基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況についても定期的に経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管
理に努めております。なお、当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従
い適正に行っております。

（7）金利リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要について

■リスク管理の方針及び手続の概要
　金融環境の変化に伴う資産・負債の構造変化と収益面への影響を的確に把握し対応していくため、当金庫においては金利リスクの
コントロールは非常に重要な経営課題であると考えています。
　金利リスクとは、市場金利の不利な変動によって受ける資産・負債価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金
庫においては、「時価評価ALMシステム」を導入し、双方ともに定期的な計測・評価を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　具体的には、預貸金・有価証券を中心とした金利リスクを有する資産および負債を対象に金利リスク（VaR:バリュー・アット・リスク）、
開示告示に基づく経済的価値の変動（⊿EVE）、損益の変動額（⊿NII）等のモニタリングを月次で行い、ALM委員会および市場リスク
委員会で協議するとともに、必要に応じて経営陣への報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けたコントロールに努めております。
　なお、当金庫は金利を対象とする金融派生商品を有しておりません。

■金利リスクの算定手法の概要
　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年、最長の金利改定満期は4年とし、流動性預金への満期の割当て方
法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
　算定に当たっては、固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については考慮しておりません。
　複数通貨の集計に当たっては、重要性の観点より全ての外国通貨を円換算して金利リスクを算出しております。また、金利リスクを
持つ投資信託についてルックスルーによる金利リスクを算出しておりませんが、当該投資信託の有価証券全体に占める簿価割合は
0.1%であり、ストレス時に大きな金利ショックを与えないと判断しております。
　スプレッドおよびその変動は考慮しておりません。また、⊿EVEおよび⊿NIIに重大な影響を及ぼす内部モデル等は使用しておりません。
　なお、⊿EVEについては資産の増加等を要因として前事業年度末より大きく増加しております。一方、⊿NIIについては大きな変動は
ありません。
　当金庫の有価証券運用方針において安全性・堅実性を重視し、大部分を公共債により運用していることなどから、当期の重要性テ
スト結果は監督上の基準値である20%を上回っております。ただし、当金庫ではリスク資本配賦制度の一環として金利リスクをVaR等
により管理しており、部門毎にリスク限度額を設定し管理することで健全性の確保に努めております。引き続き市場環境および金利リ
スク状況を継続的にモニタリングするとともに、相場変動時の対応態勢拡充に努めてまいります。
　なお、VaRについては、預貸金、有価証券等の業務別に信頼区間99%、観測期間1,440営業日、保有期間240営業日の分散共
分散法により計測しております。これは、過去の金利データから将来の金利変化とその関係を予測する手法で、1%の確率で発生する
現在価値の最大減少額を表しております。一方、⊿EVEは一定の金利ショックに対する損失額を表しております。また、⊿NIIは金利
ショックに対する算出基準日から12ヶ月を経過する日までの間の金利収益の減少額を表しております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称について

　標準的手法で適用されるリスク・ウェイトは、債権の種類別に規定されたリスク・ウェイトの他に、適格格付機関が債務者に対して付与
する外部格付に応じて設定されます。
　当金庫はリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関について「外部格付の使用基準」を定め、次の4つの機関を採用していま
す。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。

　・ 株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　・ 株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
　・ ムーディーズ・インベスターズ･サービス・インク（Ｍoody's）
　・ S＆Pグローバル・レーティング（S&P）
　　以上4社は当金庫の「有価証券等資金運用基準」において選定している格付機関です。

（3）信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要について

　ＢＩＳ規制では、担保・保証等について、一定の範囲でリスク・アセットの削減効果を認めており、これらを「信用リスク削減手法」といい
ます。当金庫では「簡便手法（保全部分に適用するリスク・ウェイトは、与信先ではなく、担保･保証のリスク・ウェイトとする方式）」を採用
しています。
　信用リスク削減効果は、適格担保として自金庫預金積金、上場株式、保証として中央政府および中央銀行、我が国の地方公共団
体、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、銀行および証券会社、外部格付がA（-）格以上のその他の者、その
他に非担保預金等が該当します。そのうち、保証に関する信用度の評価については、適格格付機関が付与している格付により判定し
ます。なお、担保･保証に関する手続きは、当金庫が定めた各種の「取扱要領」および「担保に関する通則」等により、適切な事務取扱
いおよび適正な評価を行っております。
　当金庫では融資の取上げに際し、取引先企業の財務内容、事業環境、経営者の資質などの信用調査から信用格付評価を行い、ま
た、融資案件の資金使途、返済原資など、さまざまな角度から融資実行の的確性の判断をしております。担保や保証による保全措置に
ついては、あくまでも補完的な位置付けとすることを、当金庫における「クレジットポリシー」としております。ただし、与信審査の結果、担保
または保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいたうえでご契約いただくなどの適切な取扱い方法を「与信取
引に関する顧客への説明態勢に係る規程」に定め、「同手順書」に従ってご説明に努めることとしております。
　信用リスク削減方策の一つとして、与信取引に関してお客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引の範囲において預
金相殺を用いる場合があります。この際、手順書や各種約定書等に基づき、法的な有効性を確認のうえ、事前の通知や諸手続きを省
略して払い戻し充当することとしております。
　なお、信用リスク削減手法の適用されたエクスポージャーについては、この地域の皆様に対する消費者ローンが主なものであり、与信
集中リスクはなく分散されています。

単体における事業年度の開示事項

（1）自己資本の調達手段について

　当金庫の自己資本は、地域のお客様の出資金で調達しております。
　自己資本は、主に基本的項目と補完的項目で構成されており、2020年度末自己資本額のうちお客様からお預かりしている出資金
851百万円が自己資本調達手段に該当します。

2.定性的な開示事項
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所要自己資本額リスク・アセット所要自己資本額リスク・アセット

信用リスク・アセット　所要自己資本の額合計（イ）

ポートフォリオの分類

現金

ソブリン向け

金融機関向け

法人等向け

中小企業等・個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

株式等

その他の貸出等

三カ月以上延滞等

証券化エクスポージャー

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

経過措置による算入額

経過措置による不算入額

オフ・バランス取引等

ＣＶＡリスク相当額

オペレーショナル・リスク（ロ）

単体総所要自己資本額（イ＋ロ）
所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％       
1「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。      
2「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門
（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会
のことです。      
3「三カ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関向け」、
「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。      
4 オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法      

※信用リスク・アセットは、資産の額から適格金融資産担保、適格な保証などによるリスク削減効果を適用しておりますので、資産の額にリスク・ウェイトをかけた数値とは一致しません。
　

三カ月以上延滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高
コミットメント及び
オフ・バランス取引債券

業種区分

エクスポージャー
区分

製造業

農業

林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他のサービス業

国・地方公共団体等

個人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

その他

残存期間別合計

÷8％ 粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
 直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

３．定量的な開示事項
（1）自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

（2）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高　   
＜業種別及び残存期間別＞   

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
三カ月以上延滞エクスポージャーとは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
なお、当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
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所要自己資本額リスク・アセット所要自己資本額リスク・アセット

信用リスク・アセット　所要自己資本の額合計（イ）

ポートフォリオの分類

現金

ソブリン向け

金融機関向け

法人等向け

中小企業等・個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

株式等

その他の貸出等

三カ月以上延滞等

証券化エクスポージャー

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー

蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー

フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

経過措置による算入額

経過措置による不算入額

オフ・バランス取引等

ＣＶＡリスク相当額

オペレーショナル・リスク（ロ）

単体総所要自己資本額（イ＋ロ）
所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％       
1「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。      
2「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門
（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会
のことです。      
3「三カ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関向け」、
「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。      
4 オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法      

※信用リスク・アセットは、資産の額から適格金融資産担保、適格な保証などによるリスク削減効果を適用しておりますので、資産の額にリスク・ウェイトをかけた数値とは一致しません。
　

三カ月以上延滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高
コミットメント及び
オフ・バランス取引債券

業種区分

エクスポージャー
区分

製造業

農業

林業

漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他のサービス業

国・地方公共団体等

個人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

その他

残存期間別合計

÷8％ 粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
 直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

３．定量的な開示事項
（1）自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）

（2）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高　   
＜業種別及び残存期間別＞   

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
三カ月以上延滞エクスポージャーとは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャーのことです。
上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
なお、当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
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格付有り 格付無し格付有り格付無し

（単位：百万円）

（単位：百万円）ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

合 計

期末残高
当期減少額

当期増加額期首残高
その他目的使用

業　種　別

製造業
農業
林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業

その他のサービス業
国・地方公共団体等
個人

合　　　　計

期首残高

（単位：百万円）

※当金庫は、国内の限られたエリアで事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

（3）信用リスク削減手法に関する事項

（4）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

※当金庫は「グロス再構築コストの額及びグロスのアドオン合計額」を「担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額」としているため両者の差引金
額は常にゼロです。

（単位：百万円）

（5）証券化エクスポージャーに関する事項
イ．オリジネーターの場合
該当ございません。

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業
飲食業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

0％
10％
20％
35％
50％
75％
100％
150％
250％
1250％

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
ソブリン向け
金融機関向け
法人等向け
中小企業等・個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
その他の貸出等
信用保証協会等保証付
三カ月以上延滞等

カレント・エクスポージャー方式カレント・エクスポージャー方式与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額

派生商品取引合計

外国為替関連取引

その他

合　　　　　計

ロ．投資家の場合
該当ございません。

貸出金償却
個別貸倒引当金

期末残高当期減少額当期増加額

エクスポージャーの額
告示で定めるリスク・ウェイト区分

（注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

その他
合　　　計

保　　証適格金融資産担保
信用リスク削減手法

ポートフォリオ　　　　　　　　　　　　　　

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

※当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

※グロス再構築コストの額は、0を下回らないものに限っています。
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格付有り 格付無し格付有り格付無し

（単位：百万円）

（単位：百万円）ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

合 計

期末残高
当期減少額

当期増加額期首残高
その他目的使用

業　種　別

製造業
農業
林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業

その他のサービス業
国・地方公共団体等
個人

合　　　　計

期首残高

（単位：百万円）

※当金庫は、国内の限られたエリアで事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

（3）信用リスク削減手法に関する事項

（4）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

※当金庫は「グロス再構築コストの額及びグロスのアドオン合計額」を「担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額」としているため両者の差引金
額は常にゼロです。

（単位：百万円）

（5）証券化エクスポージャーに関する事項
イ．オリジネーターの場合
該当ございません。

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業
飲食業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

0％
10％
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50％
75％
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1250％

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
ソブリン向け
金融機関向け
法人等向け
中小企業等・個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
その他の貸出等
信用保証協会等保証付
三カ月以上延滞等

カレント・エクスポージャー方式カレント・エクスポージャー方式与信相当額の算出に用いる方式

グロス再構築コストの額

派生商品取引合計

外国為替関連取引

その他

合　　　　　計

ロ．投資家の場合
該当ございません。

貸出金償却
個別貸倒引当金

期末残高当期減少額当期増加額

エクスポージャーの額
告示で定めるリスク・ウェイト区分

（注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

その他
合　　　計

保　　証適格金融資産担保
信用リスク削減手法

ポートフォリオ　　　　　　　　　　　　　　

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

※当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

※グロス再構築コストの額は、0を下回らないものに限っています。
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（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

（注）1.行動オプション性はコア預金（金融庁モデル）のみ考慮しています。

イ．出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等 （単位：百万円）

（6）出資等エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）（8）金利リスクに関する事項

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

ロ．子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等 

ハ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 

（単位：百万円）

（単位：百万円）

上場株式

非上場株式等

合計

非上場株式等

合計

子会社・
子法人等株式

関連法人等
株式

合計

出資等エクス
ポージャー

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

1
2
3
4
5
6
7

8

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

その他有価証券で時価のあるもの

項番
2020年3月期

⊿EVE

2020年3月期 2021年3月期

⊿NII
2021年3月期 2020年3月期 2021年3月期

IRRBB1：金利リスク

売買目的有価証券
区分

評価差額貸借対照表
計上額

取得原価
（償却原価）

当期の損益に含
まれた評価差額

貸借対照表
計上額 うち損うち益

その他有価証券で時価のないもの
区分

評価差額貸借対照表
計上額

取得原価
（償却原価） うち損うち益

差額時価貸借対照表
計上額区分

うち損うち益

株式等償却売却額
売却損売却益

（単位：百万円）（7）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）
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（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

（注）1.行動オプション性はコア預金（金融庁モデル）のみ考慮しています。

イ．出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等 （単位：百万円）

（6）出資等エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）（8）金利リスクに関する事項

（注）時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

ロ．子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等 

ハ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 

（単位：百万円）

（単位：百万円）

上場株式

非上場株式等

合計

非上場株式等

合計

子会社・
子法人等株式

関連法人等
株式

合計

出資等エクス
ポージャー

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー

1
2
3
4
5
6
7

8

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

その他有価証券で時価のあるもの

項番
2020年3月期

⊿EVE

2020年3月期 2021年3月期

⊿NII
2021年3月期 2020年3月期 2021年3月期

IRRBB1：金利リスク

売買目的有価証券
区分

評価差額貸借対照表
計上額

取得原価
（償却原価）

当期の損益に含
まれた評価差額

貸借対照表
計上額 うち損うち益

その他有価証券で時価のないもの
区分

評価差額貸借対照表
計上額

取得原価
（償却原価） うち損うち益

差額時価貸借対照表
計上額区分

うち損うち益

株式等償却売却額
売却損売却益

（単位：百万円）（7）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）
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